
令和元年度(平成30年度実施事業分)事務事業評価評価票 № 11-010

担当 田中
内線等 317

章：
節：
基本施策：

単位施策：

個別施策：

28年度 29年度 30年度 単位
3 4 4 回

- - 千円
635 1,269 2,498 千円
635 1,269 2,498 千円

28年度 29年度 30年度 単位
211 317 624.5 千円

28年度 29年度 30年度 単位

実績値 0 4 2

目標値 - 1 1

実績値

目標値

実績値

目標値

妥当 中程度 ない
低い ある

大きい ない ない

目標値 単位

1 人

PDCA 事務事業名 就農者支援事業 部課等名
市民経済部 経済課 農務担
当

Ｐ
政策体系

第３章　にぎわいの創出と良好な環境が両立するまち
第１節　観光・産業の振興
２．農業

総
合
計
画
と
の
関
係
性
等

（１）継続的・安定的な農業経営の促進
①担い手の育成

根拠法令等 ―

対象・目的
農業従事者の高齢化と担い手及び後継者不足が深刻化しており、担い手、後継者を育成
することで優良農地の確保や農業経営の持続的発展を図る。

目的を達成
するための
手段・活動

内容

新規就農者向けのパンフレットを作成し、地元農業高校や各大学に配布し、新規就農者
の確保を図る。
認定新規就農者（青年等就農計画の認定を受けた者）が、補助金制度・農業制度資金等
を活用できるようにすることで、新たな就農者の定着を支援する。

Ｄ

活動結果

活動実績
①新規就農者支援事業ＰＲ活動
②

前
年
度
の
活
動
結
果
と
見
ら
れ
た
成
果

③
事業費
人件費

総事業費
活動単位当たりのコスト
①事業ＰＲ活動１回あたりのコスト
②
③

成　果

成果指標
①認定新規就農者認定数

人

人

人

Ｃ
観点別評価

必要性 有効性 効率性

①市の関与の妥当性 ④上位施策への貢献 ⑦コスト削減余地

課
題
の
整
理

②市民ニーズ ⑤成果向上の余地 ※対象・手段の変更

③休廃止の影響 ⑥類似事業の有無 ⑧受益者負担適正化余地

事業の
評価・課題

Ａ
地元農業高校、県内農業大学校、ＪＡ等と情報共有を図り、新規就農者を２名確保し
た。また、新規就農者の農業経営を支援するための農業次世代人材投資事業補助金を、
平成29年度からの継続者1名及び平成30年度からの新規2名に交付し、就農後の定着を
図った。
新たな取り組みとしては、地元農業高校の職業選択の授業において、「就農」について
講議及びＰＲを行い、新規就農者の確保に繋げた。

Ａ
今後の事業
の方向性

拡充推進

引き続き、地元農業高校、県内農業大学校、ＪＡ等と情報共有を図り、新規就農者の確
保へ繋げていく。また、新規就農者向けのパンフレットを作成し、半田市で就農する魅
力についてＰＲを強化する。
さらに、就農後も将来の担い手に繋がるように、農業次世代人材投資事業を活用し資金
面での支援を行い、県、ＪＡ、農業委員会等の関係機関と連携を深め、技術や経営面で
の助言を行う。

課
題
解
決
の
た
め
の
目
標

令和元年度
の目標

成果指標

①認定新規就農者認定数


